
○ 個人住民税は、地域社会の費用の負担を住民が広く分かち合う「地域社会の会費」的な性格を
有する税であり、１月１日に住所を有する者に対し、当該住所地団体が課税するもの。

○ このうち、均等割は、非課税限度額を上回る者に定額の負担を求めるものであり、負担分任の
性格を有する個人住民税の基礎的なものとしての位置付け。

○ 個人住民税には、市町村民税と道府県民税があり、道府県民税（均等割及び所得割）の徴収も
市町村民税と併せて市町村が行っている。

標準税率(年額) (※)

市町村民税 3,500円

道府県民税 1,500円

税収 納税義務者数

均等割 約3,500億円 約6,400万人

所得割 約12兆5,200億円 約5,900万人

（参考）所得税 約19兆1,700億円 約5,500万人

［参考］就業者数 約6,724万人

(※) 復興財源確保のため、平成26年度から令和5年度分までの間、
標準税率が年1,000円（市町村民税500円、道府県民税500円）
引き上げられている。

＜例＞ 級地区分別の個人住民税均等割の非課税限度額について（給与所得者（独身）の場合）

１級地：東京23区、指定都市（16/20）など 収入金額 100万円から課税

２級地：県庁所在市、一部の市町など 収入金額 96.5万円から課税

３級地：一般市・町村など 収入金額 93.0万円から課税

(※) 37府県・2市において、超過課税を実施。

⇒ 一定の所得金額以下の者については、個人住民税を課税しない制度

（注１）所得金額は、給与所得者の場合、収入金額から給与所得控除を引いた後の金額
（注２）世帯人員数は、本人、同一生計配偶者及び扶養親族の合計数
（注３）加算額は、同一生計配偶者又は扶養親族を有する場合のみ加算
（注４）基本額及び加算額に生活保護基準の級地区分に応じて率（１級地：1.0 、２級地：

0.9 、３級地：0.8）を乗じた額を基準として条例で設定

所得金額 ≦ 35万円 × 世帯人員数 ＋ 10万円 ＋ 21万円
基本額 加算額

（参考）個人住民税均等割における非課税限度額制度

個人住民税均等割の概要

（注１）税収は、個人住民税、所得税（復興特別所得税を含む）ともに、令和元年度決算額による。
（注２）納税義務者数は個人住民税、所得税ともに「令和２年度市町村税課税状況等の調」による。
（注３）就業者数は、令和元年労働力調査年報（総務省統計局）による。
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